
宇宙実験用小型ロケット7号機（TR－IA－7）の打上げ計画について

■

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成10年10月28日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発事業団

1．概要
　　　9月30日までの打上を断念した宇宙実験用小型ロケット（TR－I
　　A）7号機の新たな打上げ計画について付議する。

2．経　緯
（1）10月14日の宇宙開発委員会へ宇宙実験用小型ロケット（TR－I
　　　A）7号機iの搭載実験装置の一つである観察技術実験装置1［型（OB
　　　S－H）の結露による観察画像の異常発生し、その対策処置に時間を
　　　要することから、TR－IA7号機の今期（9月30日まで）の打上
　　　げを延期した旨を報告した。
（2）再打上げ時期について、関係各機関、漁業関係者等との調整及びロケ
　　　ット、搭載実験装置の整備状況を踏まえ、11月期の打上げを目標に
　　　調整を進め、11月期の打上げに向け準備が整った。

2．打上げ計画
　　　関係各機関、漁業関係者等との調整及びロケット、搭載実験装置の整
　　　備状況を踏まえ、11月期の打上げ計画を次のとおりとする。

　　①鷺翻年11計轍劉智瞥容謄櫨う
　　②打上げ日
　　　　　・平成10年11月19日（金）
　　　　　・打上げ予備期間　11月20日（土）～11月30日（水）

　　　　打上げ計画書の新旧対応表を別紙1に、TR－IA－7号機の回収
　　　部落下予想区域を別紙2に示す。

＊「宇宙実験用小型ロケット（TR－IA）7号機i打上げ計画書」を
　別冊に添付する

　なお、打上げ中止の条件となる回収海域の波高3m以上の発生確率
について、過去30年の統計データにより調査を行った結果、回収海
域で3mを越える波高が発生する確率は、8月は19．2％、9月は
14．3％、11月は15．4％となっている。

3．今後の進め方
　　　（1）11月2日（月）より実験系の射場整備作業を開始する。
　　　（2）ロケット系について々ま、11月10日（火）よりロケット再組
　　　　　　立等の作業を開始する。　　　　　　　　　　　　　　（

以　　上
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1． 1　緒言
@宇宙開発聖業団は、

鴻Pット7号機（以下「TR－IA－7」
繧ｰを行う。

平成10年夏期に、 宇宙実験用小型
ﾆいう。） の打

1． 1　緒言　　・

@宇宙開発事業団は、

鴻Pット7号機（以下rTR－IA－7」
繧ｰを行う計画であったが．

平成10年夏期に、

@　　搭載実験装置に異常が発生し

宇宙実験用小型
ﾆいう。） の打

・再打上げ日設定に伴う見直し。

その対策に時間を要することから延期することとし、 平成
10年11月に再打上げを行う。 覧

1． 7　打上げ期間及び日時
i1）打上げ期間

1． 7　打上げ期間及び日時
i1）打上げ期間

・再打上げ日設定に伴う見直し。

・平成10年9月11日（金）
i2）打上げ日時

～平成10年9月30日（水） ・平成10年11月19日（木）
i2）打上げ日時

～平成10年11月30日（月）

・打上げ日・打上げ予備期間
平成！0年9月11日
X月12日（土）

（金） ・打上げ日・打上げ予備期間 平成10年11月19日
P1月20日（金）

（木）

～9月30日（水） ～11月30日（月）
1．　　9　ロケットの飛行計画

@　　打上げ後半267秒に最高高度約264
@　降下し、打上げ後約44・P3第1図　打上げの組織

高Q：宇宙輸送システム本部打上

EP4第1表　ロケットの飛行計画

　　　　　　　　　　　　　1秒で実験を終了する。

@　　　　　　　　　　　　・運用室の支援を受ける。
高R：宇宙環境利用システム本部宇宙実験グル・フ’の支援を受ける。

kmに達した後

1．　　9　ロケットの飛行計画

@　　打上げ後約267秒に最高高度約266
@　降下し、打上げ後約44・P3第1図　打上げの組織

高Q：宇宙輸送システム本部利用

EP4第1表　ロケットの飛行計画

　　　　　　　　　　　　　1秒で実験を終了する。

@　　　　　　　　　　　　・運用室の支援を受ける。
高R：宇宙環境利用システム本部宇宙実験技術部の支援を受ける。

kmに達した後
・再飛行解析及び飛行安全解析結果に伴う見直し。

E平成10年6’月組織改正に伴う見直し。

E再飛行解析及び飛行安全解析結果に伴う見直し。

事　　　　　象 発射後経過 高　度 事　　　　　象 発射後経過 高　度
時刻（分、秒） km 時刻（分、秒） km

③oケットモータ燃焼終了 49 49 ③助ットモ目零燃焼終了 48 48
⑤ギ和一ト’部分離 1　4 78 ⑤ペイロ・ド部分離 1　4 79
⑨実験開始 1　20 106 ⑨実験開始 1　20 107
⑩ペイロ・ド部最高高度 4　27 264 ⑩ズィ。・ド部面高高度 4　27 266
⑪実験終了 7　21 127 ⑪実験終了 7　21 130
⑭パイ0ツトシュ・ト放出 9　20 6 ⑭パイ0ットシュート放出 9．22 6
⑮　ドロ・ク’シュ・ト放出

9　30 聯 ⑮　ドローク’シュート放出
9　32 一

⑯メインシュ・倣出 9　40 一 ⑯メインシュート放出 9　42 一

⑰メインシュー栓開 9　47 韓 ⑰メインシュート全開 9　49 騨

⑱普水 13　29 一 ⑱着水 13　34 一
⑲刀・テ・ションガック●展開 13　29 一 ⑲フロ・テ・ションパック’展開 13　34 騨

1． 12ロケットの主要諸元
o7第3表　ロケットの主要諸元

1． 12ロケットの主要諸元
o7第3表　ロケットの主要諸元

・再飛行解析及び飛行安全解析結果に伴う見直し。

・燃焼時間（S）　　　： 49 ・燃焼時間（S）　　　： 48
・水平飛行距離（km） ：約178 ・水平飛行距離（km） ：約198・P12第5図　ロケットの落下予想区域北緯29・31’12”東経132’31’

�?SとしたAB＝70Km
59“ @射点からの距離約178．4km

@AD＝80Kmの四角形の区域

・P12第5図　ロケットの落下予想区域
k緯29’32’35’●東経132・47’

�?SとしたABr70Km

02’●

ﾋ点からの距離約198．1km

@AD＝80Kmの四角形の区域

・再飛行解析及び飛行安全解析結果に伴う見直し。
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宇宙実験用小型ロケット7号機打上げ計画書

1．打上げ計画

1．1　緒言

　　　宇宙開発事業団は、平成10年夏期に、宇宙実験用小型ロケット7号機（以下「TR－IA－7」

　　という。）の打上げを行う計画であったが、搭載実験装置に異常炉発生しその対策に時間を要するこ

　　とから延期することとし、平成10年11月に再打上げを行う。

　　　この計画書は、TR－IA－7の打上げからペイロード部の回収までの計画を記述するものである。

1　2　打上げ実施機関

　　　　　宇宙開発事業団

　　　　　　　理事長　　内　田　勇　夫

　　　　　　　　東京都港区浜松町2丁目4番1号

　　　　　　　　世界貿易センタービル

1．3　打上げ実施責任者

　　　　　　　理事　　　十　亀　英　司

1．4　打上げ実施場所

　　　　　宇宙開発事業団　種子島宇宙センター

　　　　　　　　鹿児島県熊毛郡南種子町大字茎永

1．5　打上げの目的

　　　　TR－IA－7の打上げは、宇宙環境利用の促進及び宇宙ステーションでの各種実験に必

　　　要な宇宙実験技術の高度化・宇宙ステーション用共通実験装置の開発に資するため、微小重
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～
　　　力実験を実施することを目的とする。

1．6　ロケヅトの機種及び機数

　　　　　宇宙実験用小型ロケット7号機（TR－IA－7）

1．7　打上げ期間及び日時
（1）

（2）

打上げ期間

　平成10年11月19日
打上げ日時

1機

（木）～平成10年11月30日（月）

機　　種 打上げ日 打上げ予備期間 打上げ時間帯
海面落下時間帯

i打上げ三分）

TR－IA－7
平成10年

P1月19日（木）

11月20日（金）

`11月30日（月）
8：00～10：00 約8分～15分

一1一



1．8　打上げの実施体制

　　　　ロケット及び実験装置の整備作業、打上げ作業並びにペイロード部の回収作業を、種子島

　　宇宙センターの定常組織を中心として、関連部門の支援を受けて実施する。この打上げの組

　　織を第1図に示す。

1．9　ロケットの飛行計画

　　　TR－IA－7は、種子島宇宙センター竹崎射点から発射上下角80．0。、方位角120．で

　　打ち上げられる。

　　　打上げ後のロケットは、動翼により制御され、第1表に示す所定の飛行計画に従って太平

　　洋上を飛行する。

　　　　この間、打上げ後約63秒に姿勢制御を終了し、約64秒にペイロード部が分離され、ガス

　　　ジェット装置によるレート制御が開始される。

　　　打上げ後報80秒でレート制御が終了し、ペイロード部の回転は停止する。その結果、

　　10－4g零以下の微小重力環境となり、所定の実験を開始する。打上げ後約267秒に最高高度約

　　266㎞に達した後降下し、打上げ後約441秒で実験を終了する。実験時間は、約6分間である。

　　　その後、ペイロード部は、回収装置を作動させ、海面に着水する。

＊gは、地球の重力加速度を基準とした単位

1．10　微小重力実験計画

　　　宇宙ステーション時代における微小重力実験に必要な、その場観察技術、温度測定及び温

　　度制御技術等の宇宙実験技術の高度化並びに宇宙ステーションの共通実験装置の開発に資す

　　　るために、5種類の搭載実験装置により、第2表に示す6テーマの微小重力実験を実施する。

　　　第2図に実験機器部の形状を示す。

1．11ペイロード部の回収計画

　　　微小重力環境での実験を終了したペイロード部は、大気圏に再突入後、空気抵抗及びパラ

　　　シュートにより減速されながら緩降下し、海面に着水する。

　　　着水後、フローテーションバッグの展開が行われ、浮遊するペイロード部から発信される

　　　ビーコン電波と流出するシーマーカを目標に、航空機が探索を行う。

　　　回収船は、航空機と連絡をとりながら浮遊海域に向かい、回収を行う。

一2一
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事
）

●

●　●

主任開発部員一三主任開発部員一開発部員
（打上げ主任業務）　　　（企画班長業務）

主任開発部員　　　副主任開発部員一開発部員
（ロケット主任業務）　　　　（ロケット班長業務）

副主任開発部員一．開発部員
主任開発部員　　　（射場班長業務）

（射場主任業務）

副主任開発部員一開発部員
（回収班長業務）

法 情

定 報 主任開発部員一副主任開発部員一開発部員
保 連 （実験主任業務）　　　（実験班長業務）

安 絡

責
任
担
当
i襯嶽）一朧霧鶴紅開発部員…

者

射場安全課長一課　長　代　理一各係長
（射場安全主任業務）　　　（射場安全班長業務）

管理課長　　　課　長　代　理　　　各係長
（総務主任業務）　　（総務班長業務）

課　長　代　理　　　各係長
（広報・渉外班長業務）

会計課長一課　長　代　理　　　各係長
（会計班長業務）

　【業務内容】

企画［亟到

ロケット系射場整備

作業

射場管制、テレメータ、

レーダ、コマンド、

光学通信

ペイロード部回収

実験装置整備作業

飛行安全、風解析

射場安全、射点安全、

気象予報

庶務、福利厚生共通

設備運用／維持

広報、渉外

契約、管財

注1：［＝］は、宇宙輸送システム本部宇宙輸送推進部の支援を受ける。

注2：撒は、宇宙輸送システム本部利用・運用室の支援を受ける。

注3・□は、宇宙環境利用システム本甲宇宙実験技術部の支援を受ける。

注4・i は、宇宙輸送システム本部宇宙輸送システム技術部の支援を受ける。

第1図　打上げの組織

一3一



画
需
に
窟
e
ム
“
b
ロ

F

／
、
＼

　
　
　
量
Φ
り
。
。
総

寵
煙
嗜
M
霜
エ
ー
。
ヤ
て
a
）

卜「

麩
λ
』
K
ひ

葺』聖
血

恕
麩
甦
這
Σ
ー
ム
◎

ト
潔
愚
審
ム
ー
ム
㊥

　
　
顛
医
藩
鰍
◎
＼

轟
．
ゐ
1
畦
ム

ム
塾
ロ
ヤ
シ
・
㊦

魚
M
再
エ
　
　
o
ヤ
マ
◎

潔
羅
【
壽
憩
鰹
◎

『ミくこ言

器：≒／回

」ド

ｴ丸

ﾏ
蓑
へ
一
申
ム
外
無
ロ
◎

竃
羅
婁
楡
鰹
㊥

魍　　㊤

〔／1

．
駈
「
へ
一
三
ム
〉
お
ロ
∩
）

杁
一
枢
越

く
O
ω
く
Z
r
ロ

1
転
λ
ギ
担
伸

第2表　実験テーマと搭載実験装置
己

分　野 実験テーマと搭載実験装置

（1）テーマ名：氷の樹枝状成長におけるパターン形成への微小重力の効果

（2）実験装置：観察技術実験装置II型

（3）実験概要：

氷の樹枝状結晶成長における周期的先端分裂現象は、樹枝の先端部形状の不安定性に起因す

結　晶　成　長 る振動モードで変動している可能性を示唆しており、従来の樹枝状結晶成長機構の理論を根底から
覆す可能性を有している。この先端分裂現象は対流に起因するとの指摘があることから、本実験で

は、対流が抑制された微小重力環境で氷の成長実験を行うことにより、樹枝の周期的先端分裂現

象の原因を明らかにすることを目的とする。本実験の成果はぐ結晶成長理論の発展に寄与すること

琵
が期待される。

釜 （1｝テーマ名：高融点金属性複雑融体の拡散の研究

総 （2）実験装置：多目的均熱炉（3炉体）

（3）実験概要：

固体状態で共有結合性が強い高融点金属系は、液体状態でも固体状態における化学的近距離

●∴● 基礎物理・流体 秩序をかなりの程度残していることがあり、近年これを複雑字体として研究が進あられている。本実
ｱではこの複雑融体を対象に、密度差による体流が抑制される微小重力環境で拡散係数を精密測

回するもので、得られた結果から合金系の各成分の自己拡散係数と相互拡散係数との関係式が成り

立つか否かを解析・評価する。本実験の成果は、拡散研究の発展を通じて高品質機能材料作製に

寄与することが期待される。

（1＞テーマ名：InAs－GaAs相互拡散係数の測定

（2）実験装置：多目的均熱炉（3群体）

（3）実験概要：

材　　　　　料
　優れたレーザー素子への応用が期待されるInGaAs単結晶について、微小重力下でもおこる僅か

ﾈ対流のため生ずる偏析による組成の変化を、あらかじめ補償するような濃度勾配を有する試料を
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用いて、均一組成を有する化合物半導体単結晶の育成が可能となると考えられる。本実験では、こ

の試料を準備するために必要な高い精度のInAs－GaAs相互拡散係数の取得を行う。本実験の成果

は、InGaAs均一組成単結晶の作製条件の設定に反映する。

ライフサイエンス

（1）テーマ名：培養細胞の増殖、分化に及ぼす微小重力の影響

（2）実験装置：培養細胞実験装置

（3）実験概要：

　骨芽細胞の信号伝達経路について、微小重力下では遺伝子の転写産物（mRNA）が少なくなっ
ているが、信号伝達経路の途中までは正常に信号が伝わっているという新たな事実が6号機実験の

結果から明らかになった。このことから、本実験では6号機と同じ骨芽細胞を用い、信号伝達がど

の段階まで正常に行われているかを重点的に調べる。これにより、微小重力が信号伝達に及ぼす影

響の詳細が明らかになると期待される。

一4一

　　　　　　　　（1》テーマ名：均一分散噴霧中の火炎伝播に関する研究

　　　　　　　　（2）実験装置＝燃焼現象実験装置

　　　　　　　　（3）実験概要：

　　　　　　　　　　噴霧燃焼現象を定量的に理解することは燃焼器の高性能化に不可欠であるがその現象は非常に
基礎物理・流体
　　　　　　　　複雑である。本実験では、生成した噴霧液滴の沈降や熱・物質対流の影響が抑制される微小重力

　　　　　　　　下において、均一粒径の噴霧液滴を空間中に分散させた状態で生成し、その燃焼挙動の評価を行う。

　　　　　　　　　これにより、複雑な燃焼現象を単純化することができ、噴霧燃焼機構解明のたあの基礎的知見が得

　　　　　　　　　られることが期待される。、

　　　　　　　　（1）テーマ名：宇宙ズテーション用静電浮遊炉の微小重力下における位置制御機能の確認

　　　　　　　　②実験装置：静電浮遊炉
　　　　　　　　（3）実験概要：

　　　　　　　　　　宇宙ステーション用浮遊炉は、微小重力の下で浮遊状態にある試料の位置制御を静電気力によ
技　術　開　発
　　　　　　　　　り行い、レーザ照射によって浮遊試料の加熱・溶融を行うことにより、高品質材料の製造や、準安

　　　　　　　　定相研究等に用いることのできる装置である。本実験では、この静電浮遊炉の開発の鍵となる微小

　　　　　　　　重力下における浮遊・溶融試料の位置制御機能の確認を行う。本実験の成果は、宇宙ステーショ

　　　　　　　　　ン用浮遊炉の開発に反映する。

（注）多目的均熱炉は、独立に制御できる6式の電気炉を有する実験装置で上記2テーマを実施。
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1．12　ロケットの主要諸元

　　　　ロケットの主要諸元及び形状を第3表及び第3図に示す。

　　　　　　　　　　　　　　第3表　ロケットの主要諸元

　　　　各三等
?ﾚ

第　1　段

層モータ部 アダプタセクション
ペイロード部

13．47

全　　　　長（m）
6．69 0．84 5．94

外　　　　径（m） 1．13
後部：1．13

O部：0．85
0．85

全備質量（t）
10．46

8．58 0．25 1．63

推　進　薬 固体推進薬

推進薬質量（t） 7．0

初期推力（t） 73．0

比　推　力（s） 272

燃焼時間（s） 48

発射上下角（．） 80．0

発射方位角（．） 120

到達高度（㎞） 約266

水平飛行距離（㎞） 約198

ピッチ・ヨー 動　翼 ガスジェット姿勢

ｧ御 ロ　　一　　ル ガスジェット

搭載機器等

・指令破壊用火工品

Eタンブルモータ

・動亭亭アクチュエータ

E動翼用電池

・電池

Eガスジェット

E慣性センサパッケージ

E制御電子装置

EVHFテレメータ送信装置

@（290MHz帯）

E電力シーケンス分配器

E回収装置

@（ビーコン送信装置

@［290MHz帯］を含む）

・C1レrダトランスポンダ

@（5，600MHz帯）

E指令破壊受信機

@（2，600MHz帯）
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第3図　ロケットの形状
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1．13　打上げに係る安全確保

　　（1）打上げに係る作業の安全については、打上げに関連する法令のほか、別に定める射圏安

　　　全管理規程、危険物及び重要施設設備の取扱いに関する規程並びに安全管理計画に従って、

　　　措置を講ずる。

（2）射場周辺住民に対する安全確保については、あらかじめロケット打上げ計画の周知を図

　り、警戒区域に立ち入らないよう協力を求める。

⑧　打上げに係る警戒については、次の要領により実施する。

　ア．陸上の警戒

　　　射場及び射場周辺あ警戒については、事業由において警戒員を配置し、巡回等必要な

　　二二を講ずるとともに、鹿児島県警察本部及び種子島警察署に協力を依頼する。

　　（ア）打上げ時

　　　　打上げ時（発射2時間30分前から）における陸上警戒区域は、第4図に示すとおり

　　　とし、当該区域には一般の人が立ち入らないよう協力を求める。

　　（イ）打上げ時以外

　　　　危険物等の取扱場所の周辺には、関係者以外立ち入らないよう、要所に警戒員を配

　　　置して警戒を行う。
　　　　（
　イ．海上の警戒

　　　打上げ時の海上警戒区域は、第4図に示す海域とし、一般の船舶が立ち入らないよう、

　　海上監視員及び警戒船による警戒を行う。その細目は、鹿児島海上保安部と打合せの上

　　定める。

　ウ．射場上空の警戒

　　　射場上空の航空機の航行安全については、運輸省大阪航空局鹿児島空港事務所及び種

　　子島空港出張所に協力を依頼するとともに、必要な連絡を行う。また、種子島空港出張

　　所には連絡員を派遣し、射場と緊密な連絡をとる。

（4）ロケットの飛行安全については、種子島宇宙センターにおいて取得されたロケットの飛

　行状態に基づき、安全を図るたあに必要ある場合には、所琴の措置を講ずる。
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2．関係機関への打上げの通報

（1）ロケットの打上げの実施・打上げ日の変更等に係る関係機関への通報

　ア．打上げの実施、打上げ日の変更等

　　　原則として、打上げ日の前々日15時までに決定し、通報先関係機関に速やかに通報する。

　イ．打上げを実施する旨の通報後の変更等

　　　天候その他の理由により打上げを行わない場合には、打上げを行わないこと及び変更後の

　　打上げ日を速やかに通報する。

　ウ．通報の方法

　　　関係機関等への通報は、電話、FAX等によって行う。なお、東京航空局新東京空港事務所、

　　大阪航空局鹿児島空港事務所及び種子島空港出張所、航空交通流管理センター並びに東京、

　　福岡及び那覇の各航空交通管制部には、打上げ時刻を打上げの6時間前、2時間前及び30

　　分前に通報し、また曳打上げ直後及び終了後速やかにその旨を通報する。

②　船舶及び航空機の航行安全のための事前の通報

　　第4図に示す海上警戒区域及び第5図に示すロケット落下予想区域の情報が船舶及び航空機

　に周知されるよう、以下のとおり、事前に関係機関に通報する。

　ア．船舶の航行安全

　　　ロケットの打上げに係る情報について、水路通報としてあらかじめ発せられるよう、事前

　　に海上保安庁水路部に通報する。

　イ．航空機の航行安全

　　　ロケットの打上げに係る情報について、運輸省航空局より航空路誌補足版としてあらかじ

　　め発せられるよう、航空法第99条の2及びこれに関連する規定に基づき、事前に大阪航空

　　局鹿児島空港事務所に通報する。なお、ノータムの発行に必要な情報は、これに加えて、東

　　京航空局新東京空港事務所に通報する。

（3）船舶、航空機及び一般に対する打上げの周知

　ア．一・般航行船舶に対しては、海上保安庁の水路通報、無線航行警報及び共同通信社の船舶放

　　送（海上保安庁提供の航行警報）による。

　イ．漁船に対しては、漁業無線局からの無線通信のほか、NHK（鹿児島、宮崎）、南日本放

　　送、宮崎放送及び大分放送の各局のラジオ放送並びに共同通信社の船舶放送（海上保安庁提

　　供の航行警報）による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　ウ．航空機に対しては、運輸省からの航空路誌補足版及びノータムによる。

　エ．一般に対しては、NHK（鹿児島、宮崎）、南日本放送、宮崎放送及び木分放送の各局の

　　ラジオ放送による。
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3．関係機関への情報の提供

（1）関係機関

　　打上げの結果等の情報については、科学技術庁等関係機関に速やかに通知する。

②　報道関係

　ア．報道関係者に対し、打上げに係る安全確保に留意しつつ、取材の便宜を図る。

　イ．打上げの結果については、打上げ実施責任者等から発表を行う。

第5図　ロケットの落下予想区域
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